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配偶者暴力対策基本計画 

 

２－４ 性・暴力表現等への対応  

１．「女性に対する暴力」の根絶を図るために対策が必要なもの 

「女性に対する暴力」の根絶を図るために対策が必要なものは、「配偶者や元配偶者などから

の暴力、いわゆるDV」であると答えた人の割合が最も高く、女性で79.2％、男性で77.9％であ

った。次いで、「強制性交等や強制わいせつ、痴漢、盗撮などの、性犯罪や性暴力」であると答

えた人の割合が最も高く、女性で75.1％、男性で70.1％であった。 

 

図表配 2－4－1 「女性に対する暴力」の根絶を図るために対策が必要なもの（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査」（令和 4 年度） 
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